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[代表] 谷 靖介（東京弁護士会登録）
[事務所所在地]
東京都（日本橋・渋谷・上野）
千葉県（市川・船橋・津田沼・柏・千葉・成田）
茨城県（鹿島）

〔東京弁護士会所属〕

リーガルケアニュース

「介護事故における民事賠償責任について（１）」

今回のニュースレターでは、介護事故における民事賠償責任について取り上げ
ました。
安全配慮義務を構成する要素や、安全配慮義務違反の有無を民事訴訟で争った

場合に要する時間や介護事業者の負担などを解説します。

裏面へ

介護事業では、一定の確率で、介護施設内や利用
者の自宅内において、転倒、転落、衝突、骨折、誤
嚥などの事故が発生します。特に施設型の介護事業
の場合、介護事故を完全にゼロにすることは現実的
には困難でしょう。
そして、介護事業者に「安全配慮義務違反」があ

る場合には、利用者に対する民事賠償責任が発生し
ます。
安全配慮義務とは、介護事業者が、介護サービス

を提供する際に、利用者の生命や身体といった権利
を侵害せず、安全かつ適切な介護サービスを提供す
べき義務を指します。

三 介護事故が訴訟になると

一 介護事業者の民事賠償責任 介護事業者が安全配慮義務に違反していたかどう
かは、①介護事業者が事故の発生を予見できたか、
②事故の回避措置を怠ったかの視点から分析されま
す。
具体的には、一般的な介護技術や介護水準に達し

ていたか、リスクマネジメント対策や事故防止体制、
厚生労働省のガイドラインや通達の内容とその実践
状況、利用者のＡＤＬや残存能力、認知状態、ケア
プランや事故時の人的物的体制、事故の防止体制、
事故の発生原因、職員の不注意の具体的内容、事故
前後の職員の行動などに加えて、介護記録の事実経
過、職員の説明、利用者や利用者家族の説明などを
ふまえて判断されます。
死亡事故などの深刻な事故でも介護事業者が安全

配慮義務を十分に実践していたならば、民事賠償責
任は発生しません。他方で、軽微な事故でも介護事
業者に安全配慮義務違反がある場合は、民事賠償責
任が発生します。

二 安全配慮義務の構成要素

同じ人身被害が生じる事故である交通事故では、
道路交通法や自賠責保険、過去の大量の裁判例を基
に形成された裁判官の判断の枠組みが確立されてい
ます。他方で、介護事故では、その判断の枠組みが
形成されていません。
介護事故における安全配慮義務の法律構成は「債

務不履行」という民法の基本的な法律構成に基づく
もので、介護事故に関する特別法も未整備です。
そのため、介護事故が発生した場合の介護事業者

の安全配慮義務違反の有無については、実際の事故
ごとに個別に検討・評価していかざるを得ません。

介護事業者の安全配慮義務違反の有無について、
利用者やその家族と介護事業者側で、争いが生じて、
話し合いや交渉で解決が図れない場合、訴訟に至っ
てしまうことがあります。
そして、民事訴訟において被告となった介護事業

者の安全配慮義務違反の有無が争点となった場合、
原告側と被告側が交互に安全配慮義務違反の有無に
ついて、詳細な主張・立証を尽くすことになります。
上述した安全配慮義務違反の有無について、裁判官
が判断することになります。
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リーガルケアニュース

石川に生まれ、東京で幼少期を過ごす。1999年明治大学法学部卒業、2004年弁護士登録。日本弁護士連合会の
公設事務所プロジェクトに参加し、2005年、実働弁護士ゼロ地域の茨城県鹿嶋市に赴任。翌年には年間500名以
上の法律相談を担当し、弁護士不足地域での法務サービスに尽力する。弁護士法人リーガルプラスを設立し、複
数の法律事務所を開設し、介護医療事業への法務支援に注力。経営者協会労務法制委員会講師を務めるなど、講
演経験やメディア出演も多数。

弁護士法人リーガルプラス代表弁護士 東京弁護士会所属
介護法務研究会（C-LA）代表
谷 靖介（たに やすゆき）

〔東京弁護士会所属〕

介護事業の経営や運営に関する関係法令や通達、裁判例等を広く研究し、介護事業の経営者・管理
者や職員や関連業種への情報提供、教育等を目的とし、介護法務研究会（C-LA）を運営しています。
介護事業者のコンプライアンス体制の構築、法務体制の拡充を通じて、より良い介護事業運営に繋が
る支援を行っておりますので、お気軽にお問合せください。
http://www.bizserver1.com/kaigohoumu/index.html

《介護法務研究会（C-LA）のご案内》

[発行・お問い合わせ]
弁護士法人リーガルプラス 本部
TEL：03-6265-1686
電話受付時間：平日10：00～18：00
〒103-0027東京都中央区日本橋2-2-3リッシュビル4階401号
https://www.legalplus-kigyohoumu.net/kaigo/

民事訴訟の訴訟期日の進行は、通常、月に１回程
度、年に１０回前後となります。そして、安全配慮
義務違反の有無が争点となった場合、その争点の訴
訟上の攻防・裁判官の心証形成までに１年以上の期
間を要することが多いといえます。
事故時の担当職員や管理職などへの事実確認や訴

訟での反論資料の作成などのために多大な労力が掛
かります。
訴訟で和解が成立しない場合、一審及び控訴審の

終了まで通常３年程度の期間を要します。

【ご相談・講師派遣のお問い合わせ先】
リーガルプラス 法人本部
ＴＥＬ：０３－６２６５－１６８６（受付時間／平日１０：００～１８：００）
E-mail： taniyasuyuki@bengoshi-lp.com

四 施設の管理者や職員個人の責任
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基本的には、施設の管理者や職員個人は、利用者
と直接の契約当事者にはなく、契約上の債務として
の安全配慮義務を負いません。そのため、訴訟の現
場でも、施設の管理者や職員が賠償義務を負うケー
スはほとんどありません。
ただし、施設の管理者や職員の重大な過失や故意

による事故の場合は、不法行為責任を問われること
もあります。また、職員の故意による転落事故など
は、業務上過失致死傷罪などの刑事責任に問われま
す。

千葉事務所移転のご連絡

リーガルプラス千葉法律事務所は7月に下記住
所に移転いたしました。
引き続き、よろしくお願いいたします。

〒260-0027 
千葉県千葉市中央区新田町１−１
ＩＭＩ未来ビル７階
TEL：043-441-5831
FAX：043-441-5832
※電話・FAX番号も変更となりました
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